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　皆様　こんにちは！
　秋田県議会議員（秋田市選挙区）の島田 薫です。
令和４年６月の秋田県議会では、登壇して一般質問を行い、秋

田感染症コアセンター、コロナ禍が影響するメンタルヘルスの問題、
新型コロナウイルス感染症流行後の健（検）診体制、新型コロナウイル
ス感染症の後遺症、学童期からの健康教育、子宮頸がんの予防に
向けたヒトパピローマウイルスワクチンワクチン接種および地域医療
構想について、知事と理事、健康福祉部長、教育長に質問し、答弁
を得ました。
また、総務企画委員会にて「指定管理者制度の運用の見直し」
や「庁内業務可視化によるＤＸ推進事業」等について討議し、本会
議において「新型コロナウイルス対策の費用」などを盛り込んだ補正
予算案等の討議・採決を行いました。
　県民の皆様の健康と命をしっかりと守るために働きますので、よろ
しくお願いします。
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　秋田県議会議員（秋田市選挙区）の島田 薫です。
令和４年６月の秋田県議会では、登壇して一般質問を行い、秋

ー、コロナ禍が影響するメンタルヘルスの問題、
新型コロナウイルス感染症流行後の健（検）診体制、新型コロナウイル
ス感染症の後遺症、学童期からの健康教育、子宮頸がんの予防に
向けたヒトパピローマウイルスワクチンワクチン接種および地域医療
構想について、知事と理事、健康福祉部長、教育長に質問し、答弁

また、総務企画委員会にて「指定管理者制度の運用の見直し」
化によるＤＸ推進事業」等について討議し、本会

議において「新型コロナウイルス対策の費用」などを盛り込んだ補正
予算案等の討議・採決を行いました。
　県民の皆様の健康と命をしっかりと守るために働きますので、よろ

令和4年第1回定例会 ６月議会

問

答

島田

健康福祉部長
現在、秋田大学医学部附属病院において７月稼働を目指して事業の
詳細を検討しているところであり、県としてもその取組を支援してゆく。

昨年６月２３日の私の一般質問において、「秋田大学医学部に感染症対策
の講座を開設して県内の感染症への対応力向上を図ってはいかがか」と
質問した。この度、秋田大学医学部附属病院が新設する秋田感染症コア
センターに、秋田県が事業費を補助する方針を示したが、このセンター
の進捗状況について伺いたい。

秋田感染症コアセンターについて

問

答

島田

健康
福祉部長

今後、ＳОＳの出し方などについて、デジタル教材を秋田大学自殺予
防総合教育センター等と協力して作成し、広く若年層への自殺予防
の啓発を図りたい。また、インターネットでの検索連動広告のほか、県
や関係機関のＳＮＳを活用した情報発信を行う。

新型コロナウイルス感染症が発生して以来、精神障害による労災の支給
決定件数は、令和元年度と２年度には２年連続で過去最多を更新し、女
性や２０代の自殺者が令和２年及び３年に高い水準で推移している。メ
ンタルヘルスや命の大切さを、スピード感をもって幅広く啓発する対策が
望まれるが、学校を始め社会にどのようにして周知や啓発を行おうとして
いるか伺う。

コロナ禍が影響するメンタルヘルスの問題について

一般質問の詳細は県議会HPの動画で！

一般質問に登壇しました。
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医師会活動
● 秋田県医師会常任理事
● 能代市山本郡医師会理事
　　　　　（感染症対策委員会委員長）
● 森岳温泉病院理事長
● 特養もりたけ理事長

地域活動等（抜粋）
●山本中学校、藤里小学校学校医
●三種町地域福祉計画、
　　　　地域福祉活動策定委員会委員
●藤里町教育支援委員
●秋田県山本地域医療福祉協議会専門委員
●秋田大学医学部非常勤講師
●地域医療構想アドバイザー
●秋田県ナースセンター事業運営委員会委員
●秋田県循環器病対策推進協議会委員
●秋田県新型コロナウイルス感染症
　　　　　　　　　　       対策協議会委員
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昭和31年生まれ
秋田大学医学部卒

問

ＩＣＴを活用したウェブ予約システムの導入などにより、
密を防ぎ、安心して受診できる環境づくりを支援したほ
か、新たなテレビＣＭの放映や、健康づくり県民運動とし
て「健（検）診受診の促進」を重点的テーマに掲げ、機運
醸成に取り組む。今後は、広域的な体制づくりや個別医
療機関方式の拡大など、体制整備に取り組む。

今般の新型コロナウイルス感染症の拡大により、市町村に
おける健（検）診受診が一時延期、又は中止になったこと等
から、今後も健（検）診受診率の低下が持続することが危惧
される。コロナ禍における集団健（検）診の在り方、方向性
についてより具体的に示し、併せて今後の受診率の向上を
早急に図る必要があると考えるが、県としての考えを伺う。

答

島田

健康福祉部長

新型コロナウイルス感染症流行後の健（検）診体制について

問

現在、県内の医療機関を対象に、アンケート調査を進めて
いる。今後、罹患後症状の治療体制構築に向けて、県医師
会等と協議を行い、関係機関と連携しながら取り組む。

新型コロナウイルス感染症に対する治療薬や治療法の研
究が進み、死亡率や重症化率が改善している一方、後遺症
に悩む患者が増加している。アンケートをとって後遺症に悩
む患者の実態把握に努めるとともに、県北・中央・県南の三
か所に専門の後遺症外来を設置するなど、きめ細かい対
応が必要と考えるが如何か。

答

島田

理事

新型コロナウイルス感染症の後遺症について

問

答

島田

教育長

県では今年度、タブレット端末等を活用した教材として
「健康寿命日本一クイズ秋田県版」を製作し、小学生と
その保護者や地域において、健康づくりに活用できる環
境を整える。県教育委員会としては、健康福祉部と連携
し、ＩＣＴを用いて数値化した子供たちの健康状態を家
庭で活用したり、保健・医療機関等の協力を得て、オン
ライン授業を拡充することにより、健康教育の更なる充
実を図る。

生活習慣、特に食習慣や運動習慣は幼小児期からの日常
で形成され、中高年になってからの修正は難しく、学童期か
らの啓発を積極的に行うことで、将来における生活習慣病
患者の減少に繋がることが期待される。現在学校で児童
生徒ひとりひとりに貸与されているＩＣＴ端末を活用し、医
療職が参加してオンライン授業を実施したり、肥満対策や
栄養指導を目的とした食事のモニタリングを行う等、健康
福祉部と協力し、学童期からの生活習慣、食習慣、運動習
慣の教育を行って、生活習慣病の減少につながる事業を
展開する考えはないか。

学童期からの健康教育について

問

答

島田

知事

今般の新型コロナウイルス感染症流行の対応の経験から、
感染症に対して地域医療の果たす役割が大きいことが改
めて明らかになった。数年ごとに新たな感染症が世界で流
行していることを鑑みると、地域医療構想には従来以上に
特段の感染症に対する体制整備を考慮すべきである。感
染症対策としては地域に複数の病院が存在して連携するこ
とが望ましく、また、急性期の病院と回復期の機能を持つ病
院との地域連携は、感染症以外の疾患でも重要である。感
染症対策・回復期機能・地域連携の観点を含めて、今後、ど
のようにして地域医療構想の実現に取り組んでいくのか。

地域医療構想について

問

答

島田

健康福祉部長

昨年７月に市町村に対して調査を実施し、８月にフィード
バックした。県内では令和２年４月から３年６月までの期
間において、接種対象者約２万１千人のうち約５００人
が全３回の接種を完了していた。県としては、接種が円
滑に実施されるよう市町村に対し必要な情報を迅速に
提供するとともに、副反応相談窓口の周知等について、
引き続き連携して取り組む。

新興感染症について、医療
機関であらかじめ感染拡大
時の役割分担について取り
決めておくことが必要である
と考え、次期医療計画の策
定に向けた協議を、今年度
から始める。どこに住んで
いても質の高い医療を
受けられる体制の整
備について、幅広く
議論していく。

昨年６月２３日の私の一般質問において、県として、市町村
がヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）ワクチンについて周知
する際の支援になるよう、県内の実施状況・実施率などの
情報を集約し、県内の取組状況のフィードバックをお願い
したが、その結果はどのようなものか。また、令和４年４月よ
り「積極的勧奨の再開」と「キャッチアップ接種」が実施さ
れ、ワクチンの接種率の向上が期待される。今後は、接種
対象者への周知にばらつきがないように注視し、副反応に
対する診療や相談体制が有効に機能する事を確認して、接
種対象者の不安を軽減する必要があるが、県としてどのよ
うに効果的に進めていこうとしているか伺いたい。

子宮頸がんの予防に向けたＨＰＶワクチン接種について


